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本日の御議論①

１．2023年度夏季の電力需給対策について

¸ 2023 年度夏季の電力需給は、10年に一度の猛暑を想定した厳気象H1需要に対し、

全エリアで安定供給に最低限必要な予備率3％を確保できる見通し。

¸ 一方、本年3月末時点では、7月の東京エリアの予備率は3.0 ％となるなど厳しい見通

しであったため、本小委員会における議論も踏まえ、東京エリアを対象に追加供給力公

募（kW公募）を実施した。

¸ また、こうした対策の結果や、至近の電源の状況変化も踏まえつつ、昨日（5/29 ）、

電力広域的運営推進機関において、今夏の電力需給見通しを含む需給検証報告書

案が示されたところ。

¸ 本日の小委員会では、今夏の電力需給見通しや、昨年度講じられた電力需給対策等

も踏まえつつ、この夏に向けた対策について御議論いただく。
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本日の御議論②

２．供給力の確保の在り方について

¸ 2022 年3月の電力需給ひっ迫を受けて、電力広域的運営推進機関を中⼼に、供給

信頼度評価に織り込む厳気象対応等について見直しが行われ、その結果、必要な供

給力は、これまでに⽐べて一定程度増加することが見込まれている。

¸ 2024 年度以降、容量市場を通じて供給力を確保していくことが基本となるが、必要な

供給力の確保に関し、本小委員会の下部の委員会に当たる制度検討作業部会にお

ける検討・議論結果等も踏まえつつ、費用負担の在り方を中⼼に御議論いただきたい。



１．2023年度夏季の電力需給対策

２．供給力の確保の在り方
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総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会
電力・ガス基本政策小委員会
（資源エネルギー庁）

需給見通しの確認
及び

需給対策の検討
5/30（本日）開催

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（電力広域的運営推進機関）需給見通しの策定 5/29 報告書案作成

電力需給の見通しの確認及び対策の検討

政府による需給対策の決定・公表

※報告書案は、5/31 の電力広域的運営推進機関の理事会に諮られる予定

¸ 東日本大震災以降、電力需給に万全を期すため、毎年度、全国の電力需要が高まる
夏（7月～9月）と冬（12月～3月）の前に、電力広域的運営推進機関において、電
力需給の検証を実施。

¸ 今年度は、5月29 日に開催された電力広域的運営推進機関の専門委員会において、
2023 年度夏季の電力需給見通しが示された。

¸ 本日は、電力広域的運営推進機関による2023 年度の電力需給見通しの内容を御確
認いただいた上で、夏季の需給対策について御議論いただく。
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7月 8月 9月

北海道
8.6 ％ 10.9%

20.0%

東北 19.3%

東京 3.0％ 3.9% 5.3 ％

中部

11.7%

13.6%

11.4 ％

北陸

12.9 ％
関西

中国

四国 14.4 ％

九州 13.6 ％ 18.5 ％

沖縄 22.3 ％ 18.7 ％ 21.6 ％
6

2023年度夏季の電力需給見通し（2023年5月末時点）

（出典）第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料5

¸ 本年3月末時点では、7月の東京エリアの予備率は3.0 ％となるなど厳しい見通しであった
ため、東京エリアを対象に追加供給力公募（kW公募）を実施。

¸ こうした対策や、至近で生じた供給力の変化を踏まえたこの夏の電力需給見通しは、10
年に一度の厳しい暑さを想定した電力需要に対し、西日本エリアを中⼼に概ね10％程度
の予備率を確保しているものの、東京エリアにおいては、7月の予備率が3.1 ％と引き続き
厳しい見込み。

厳気象H1需要に対する予備率
＜3月末時点※＞ ＜現時点＞

7月 8月 9月

北海道
5.2 ％ 7.6 ％ 15.8 ％

東北

東京 3.1％ 4.8 ％ 5.3 ％

中部

9.8%

11.7 ％ 7.8 ％

北陸

11.9%
11.3 ％

関西

中国

四国 11.2% 14.4 ％

九州 9.8% 11.9 ％ 18.5 ％

沖縄 22.3 ％ 18.7 ％ 21.6 ％
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2023年度夏季向け 追加供給力公募（kW公募）の落札結果

¸ 2023 年度夏季の需給バランスは、本年3月末時点では、西エリアを中⼼に一定の水準
を確保できている一方、東京エリアの予備率が低く、電力需給は厳しい見込みであった。

¸ このため、本年3月29日の本小委員会における議論を踏まえ、東京エリアを対象に追加
供給力公募（kW公募）を実施。

¸ 公募の結果、追加的な供給力として、57.6 万kWを確保。

募集量

対象エリア

対象設備

スケジュール

30万kW～最大90万kW

東京エリア

電源及びDR

4月19日～5月10日 入札募集
5月11日～6月 9日 落札者選定・契約協議
7月 1日～8月31日 提供期間

落札量 57.6万kW

一般送配電事業者

発電事業者等

公募
応札・

追加供給力
（kW）の提供

＜参考＞kW公募の仕組み（イメージ）



8

＜実施エリア・実施主体について＞

¸ 2023 年度夏季の需給バランスは、西エリアを中⼼に一定の水準を確保できている。
一方、東エリアについては、連系線の空き容量の関係からエリアの分断が生じており、東京
エリアの予備率が低く、電力需給は厳しい見込み。

¸ このため、追加供給力公募の実施エリアは、東京エリアのみとし、実施主体は、東京電
力パワーグリッドとすることとしてはどうか。

＜提供期間について＞

¸ 3.0％と厳しい水準である7月の東京エリアを対象に、追加的な供給力を確保すべく、
7月を対象とすることを基本とし、夏季の電力の安定供給に万全を期す観点から、7月だ
けでなく、同じく予備率3%台の8月についても提供期間の対象とすることとしてはどうか。

¸ また、一般的に電力需要が特に高まる7月及び8月に加え、昨年度は6月に異例の高需
要となったこともあり、こうした期間の前後にも電力需要が高まる可能性もある。このため、
6月下旬や、9月の供給力の供出について、2022 年度冬季に実施したkW公募に倣い、
インセンティブを持たせる仕組みとしてはどうか。

【参考】kW公募（2023年度夏季向け）の実施に向けた論点①
第60回 電力・ガス基本

政策小委員会
（2023 年3月29日）

資料３（抜粋）



＜募集量について＞

¸ 2022 年度の夏季及び冬季、安定供給に最低限必要な予備率3.0 ％は確保されている
ものの、需給両面での不確実性を踏まえ、不測の事態に備えた一種の社会保険として追
加の供給力公募を行ってきた。

¸ こうした考え方に倣い、2023 年度の夏季に向けても、追加的な供給力を確保することが
望ましい。その際の募集量としては、これまでのkW公募における募集量の考え方などを参
考に、実施エリアのH1需要の1％相当の改善を念頭に置きつつ、過大な募集量とならな
いことが重要。（※東京エリアのH1需要は5,931 万kW（≒1％：約60 万kWに相当））

¸ このため、最低限の募集量としては、H1需要の約0.5 ％に相当する30万kWとすることとし
てはどうか。また、徒に過大な調達を回避する観点から、対象エリアにおける休止中の大規
模火力発電所の応札可能性も踏まえ、最大募集量は、90万kWとすることとしてはどうか。

¸ ただし、公募の結果として、最低限の募集量に満たない場合は、費用の適切性や安定供
給の確保の観点、参加機会の公平性等を踏まえつつ、経済合理性があると認められる場
合には、随意契約による調達についても柔軟に認めることとしてはどうか。

（例：広野火力発電所２号機（60 万kW・石油）等）

【参考】kW公募（2023年度夏季向け）の実施に向けた論点②
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第60回 電力・ガス基本
政策小委員会

（2023 年3月29日）
資料３（抜粋）
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【参考】2023年3月末時点からの予備率の変動要因

（出典）電力需給検証報告書（案）及び第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料5
発電情報公開システム（HJKS）2023 年5月24日13:00 時点 https://hjks.jepx.or.jp/hjks/outages

¸ 東京エリアを対象として実施された追加供給力公募（kW公募）により、休止電源の稼働を確保。

¸ また、制御系の電気的なトラブルにより１月から停止していた高浜４号機は、３月末から運転を再開。

¸ 一方、設備トラブルや補修時期の延長により、供給力の減少も生じている。

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

設備容量
[ 万kW]

2023 年
停止理由

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

北海道
苫東厚真
（火力）

4号 70.0 タービン設備の不具合

東京
磯子

（火力）
新1号 56.4 定期点検

1号 82.6 特重工事による停止（※）

関西
高浜

（原子力）
2号 82.6 特重工事による停止（※）

4号 87.0 制御棒駆動系の不具合

中部
碧南

（火力）
1号 66.0 定期点検

新豊根
（揚水）

4号 22.5 不具合（破損）補修

中国
水島

（火力）
3号 32.9 点検

エリア 追加供給力[ 万kW]

東京 57.6

主要な発電機において変更された停止期間

（※）テロ対策施設（特定重大事故等対処施設（特重））の工事実施に伴い停止していたが、
電線管の火災防護（系統分離）対策に係る対応のため、停止期間を延長。

2023/3/6 ～ 未定

2023/1/30 ~ 未定

2023/3/20 ~ 6/24
2023/3/20 ～ 9/30

2011/11/25 ～ 2023/ 7/15

2011/1/10 ～ 2023/ 6/3
2011/1/10 ～ 未定

2023/5/4 ～ 未定

2023/5/2 ~ 7/4
2023/5/2 ～ 7/29

2011/11/25 ～ 未定

2023/4/16 ~ 6/15
2023/ 4/16 ～ 8/2

現時点の停止計画

3月末時点の停止計画

kW公募による供給力の増加

2023/1/30 ～ 3/25

https://hjks.jepx.or.jp/hjks/outages
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【参考】供給力に織り込んでいない要素（東京エリア）

¸ 新設火力における試運転では、安定運転のために必要な燃焼試験などの制限はあるもの
の、実機検証時のトラブルや作業停止がなければ実需給断面で追加の供給力となり得る。

¸ なお、石炭ガス化複合発電プラント（IGCC）については、これまでのトラブル等の原因を
踏まえた大規模な対策工事を実施しており、2023 年度夏季の稼働は見込めない状況。

事業者名 ユニット名 設備容量（万kW） 試運転開始予定 営業運転開始予定

株式会社JERA 姉崎新3号機 64.7 2023 年3月 2023 年8月（※1）

株式会社JERA 横須賀2号機 65 2023 年5月 2024 年2月

＜ 2023 年度に試運転を実施する主な発電機＞

＜IGCC実証試験機（※２）＞

事業者名 燃料 設備容量（万kW） 運転状況

勿来IGCCパワー合同会社 石炭 52.5
現在、2024 年1月末まで大規模対策工事を実施中。
以降は定格運転予定。

広野IGCCパワー合同会社 石炭 54.3
現在、2024 年3月末まで大規模対策工事を実施中。
以降は定格運転予定。

（※２）勿来IGCCパワー合同会社及び広野IGCCパワー合同会社ともに5月24日時点の情報

（※１）2023 年度冬季については、すでに供給力に計上済
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発電事業者等に対する保安管理の徹底等の働きかけ

¸ 今夏は、全エリアで安定供給に最低限必要な予備率は確保できているものの、想定以上に計画
外停止が生じると安定供給に支障が生じるおそれがある。

¸ このため、国から発電事業者等に対する各種の要請を実施する。
※東京エリア以外では一定の水準の予備率が確保されているものの、安定供給に万全を期す観点から、要請は全国の事業者に対して行う。

V 発電事業者向け：保安管理等の徹底及び計画外停止の未然防止を求める。

V 電気管理技術者及び電気保安法人向け：夏季の自然災害に備え、電気工作物の入念な点検を実施するとともに、必要に
応じて電気工作物の設置者に対し、補強・補修・修理等を指示又は助言するなど、電気設備の保安管理について徹底する
こと求める。

V 再エネ発電を行う事業者向け：業界団体を通じて、メンテナンスの時期の調整や早期の実施を求めることとし、高需要期の
発電量の安定化を図るよう求める。
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発電事業者に対する燃料確保の働きかけ

¸ 今夏は、全国的に安定供給に最低限必要な予備率は確保できているものの、国際情勢の変化や、
資源価格の高騰、LNG生産国における相次ぐ設備トラブルなどにより電力の安定供給に支障が生
じるおそれがある。

¸ このため、国から火力発電設備を保有する発電事業者に対し、「需給ひっ迫を予防するための発
電用燃料に係るガイドライン」に基づいて、燃料確保の徹底を求める。

¸ また、燃料の確保については、LNG火力発電設備を保有している事業者のみならず、火力発電
設備を保有する事業者に対して要請する。
※東京エリア以外では一定の水準の予備率が確保されているものの、安定供給に万全を期す観点から、要請は全国の事業者に対して行う。

需給ひっ迫を予防するための発電用燃料に係るガイドライン
https://www.enecho.meti.go.jp/category/elect
ricity_and_gas/electric/summary/regulations/p
df/hatsudenyonenryo.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/regulations/pdf/hatsudenyonenryo.pdf


経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部
電力基盤整備課長 小川 要

2022 年度冬季の電力高需要期における自家発電設備の活用について

2022 年度冬季の電力需給見通しについては、10 年に 1 度の厳しい寒さを想定した場合にも、全エリアで安定供給に最低限必要な予備率
3％を確保できる見通しであるものの、1 月は東北・東京エリアで4.1％となるなど厳しい見通しとなっております。供給力に限りがある中、想定外の需
要増加やウクライナ情勢等により、安定的な電力の供給に支障を来し、社会的に大きな影響を与えるおそれがあります。

こうした状況を踏まえ、経済産業省は、第 53 回電力・ガス基本政策小委員会において2022 年度冬季に向けた電力需給対策をとりまとめました。
そのような見通しを踏まえて、貴社におかれましては、電力系統に安定的に電力が供給されるよう、この機会に可能な限り、ご協力をお願いします。

具体的には、各社の状況に応じて、
・小売電気事業者やアグリゲーターとの間でディマンド・レスポンス契約を締結すること
・卸電力取引所に電力を積極的に供出できるような準備を整えることといったご協力をお願いいたします。
なお、電力高需要期に向けて引き続き安定供給確保に向けた対応を取ってまいりますが、仮に電力需要がひっ迫するような場合には、電力系統の

需要を最大限抑制する観点から、系統電力の利用を控え、自家発電設備の利用を優先していただくようご協力をお願いします。また、そのような場
合に備えて、自家発電設備の運転にあたって問題が生じないよう、燃料の確保や電気設備の保安管理等に努めていただくようお願いします。
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特定自家用電気工作物の設置者への働きかけ

¸ 今夏は、全国的に安定供給に最低限必要な予備率は確保できているものの、安定供
給に万全を期す観点から、特定自家用電気工作物の設置者に対して、
・小売電気事業者やアグリゲーターとのDR（ディマンド・リスポンス）契約の締結
・卸電力取引所への積極的な電力供出の準備

について協力を依頼する。
※東京エリア以外では一定の水準の予備率が確保されているものの、安定供給に万全を期す観点から、要請は全国の事業者に対して行う。



冬季の電力需要期に向けた供給力確保等について
経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部

政策課電力産業・市場室長吉瀬 周作

2022 年度冬季の電力需給見通しについては、10 年に1度の厳しい寒さを想定した場合にも、全エリアで安定供給に最低限必要な予備率3％を確保できる見
通しであるものの、1月は東北・東京エリアで4.1％となるなど厳しい見通しとなっております。今後、大幅な需要増加等が生じると、小売電気事業者の皆様の中には
供給能力確保義務を履行できない者が出現する可能性があります。
この場合、あらかじめ供給力が確保できなかった小売電気事業者の経営に影響を与えるだけではなく、市場における売り入札が不足することに伴い、市場価格が
高騰し、小売電気事業者全体にも影響が及ぶ可能性があります。

また、世界的にみれば、ウクライナ情勢等により燃料調達リスクの不確実性が高まっております。こうした国際情勢が我が国の燃料や電力の安定供給に与える影響
については、予断を許さない状況です。

貴社におかれましては、供給力確保義務に基づき、また、市場価格高騰に備えたリスク管理のため、日頃より供給力確保に努めていただいていると承知しています
が、需要家に対する安定的な電力供給サービスの提供をし、供給力確保義務を含めた法令遵守に万全を期す観点から、相対契約や先物市場等を活用した供
給力確保やリスクヘッジ、節電プログラム促進事業の活用を含めたディマンドリスポンス契約の拡充等について、検討いただくことを要請いたします。

15

小売電気事業者への働きかけ
¸ 今夏は、全国的に安定供給に最低限必要な予備率は確保できているものの、想定外の

需要増加等により、小売電気事業者の中には、供給能力確保義務を履行できない者
が出る可能性がある。

¸ この場合、予め供給能力が確保できなかった小売電気事業者の経営に影響を与えるだ
けではなく、市場における売り入札が不足することに伴い、市場価格が高騰し、小売電
気事業者全体にも影響が及ぶ可能性がある。

¸ このため、需要家に対する安定的な電力供給サービスの継続を確保するため、供給能力
確保義務を含めた法令遵守に万全を期す観点から、小売電気事業者に対し、相対契
約や先物市場等を活用した供給力の確保やリスクヘッジ、ディマンド・リスポンス契約の
拡充等の検討を要請する。

※東京エリア以外では一定の水準の予備率が確保されているものの、安定供給に万全を期す観点から、要請は全国の事業者に対して行う。
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【参考】電力需要の動向（2022年12月～2023年3月）【気温補正無】

（出典）系統情報サービス

¸ 2022 年12月～2023 年3月の電力需要は、気温・節電等の影響により昨冬と⽐較し
減少。1月～3月は概ね1割減となった。

12Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙7 8% 2% -0.02% -5% -5% -3% -3% -2% -3% 3% -2%

8 ˙14 8% 1% -3% -2% -1% -1% -0.1% 2% 0.1% 1% -1%

15 ˙21 5% 5% -1% 2% 4% 6% 5% 10% 6% 1% 3%

22 ˙28 -8% -8% -2% -1% -1% 2% 3% 6% 5% 1% -1%

29 ˙31 -8% -9% -9% -10% -13% -6% -9% -6% -3% 0.4% -8%

Ὦ›ὓ 2% -1% -2% -2% -2% 0.2% 0.4% 3% 2% 1% -1%

1Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙3 -9% -8% -10% -11% -13% -7% -8% -6% -3% -1% -9%

4 ˙10 -5% -7% -10% -9% -7% -6% -3% -2% -3% 1% -7%

11 ˙17 -3% -13% -8% -12% -17% -12% -13% -11% -16% -5% -11%

18 ˙24 4% -6% -9% -10% -14% -9% -6% -4% -1% -2% -7%

25 ˙31 5% 6% 3% 6% 8% 6% 7% 10% 14% 8% 6%

Ὦ›ὓ -1% -12% -10% -14% -18% -13% -13% -11% -11% -4% -12%

2Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙7 -0.2% -8% -9% -7% -10% -5% -7% -3% -8% -4% -7%

8 ˙14 2% -3% -10% -9% -7% -6% -8% -5% -7% 1% -7%

15 ˙21 -2% -7% -10% -8% -11% -7% -14% -9% -14% -9% -9%

22 ˙28 -2% -9% -9% -9% -13% -8% -11% -5% -10% -7% -9%

Ὦ›ὓ -0.5% -7% -9% -8% -10% -7% -10% -6% -10% -5% -8%

3Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙7 -8% -9% -7% -10% -12% -9% -10% -6% -7% -4% -8%

8 ˙14 -4% -11% -12% -10% -12% -10% -9% -7% -4% -3% -10%

15 ˙21 -9% -8% -7% -5% -9% -4% -4% -0.2% -1% -3% -6%

22 ˙28 -8% -12% -12% -11% -11% -9% -10% -7% -6% 2% -10%

29 ˙31 -4% -7% -7% -6% -6% -6% -8% -3% -1% -5% -6%

Ὦ›ὓ -7% -10% -9% -9% -11% -8% -9% -5% -4% -2% -8%

12月

1月

2月

3月

概ね
1割減

強い寒波により
全国的に
気温低下



4Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙4 -8% -12% -17% -11% -12% -13% -12% -11% -7% 0.04% -13%

5 ˙11 -4% -5% -4% -2% -4% -2% -7% -2% 1% -2% -3%

12 ˙18 -3% -5% -6% -3% -5% -2% -4% -2% -0.2% -0.2% -4%

19 ˙25 0% -2% -4% -3% -3% -1% -3% -4% -0.4% -2% -2%

26 ˙30 -3% -7% -6% -8% -8% -4% -5% -5% -4% -13% -6%

Ὦ›ὓ -3% -5% -7% -5% -6% -3% -6% -4% -2% -4% -5%

5Ὦ ᵤ Ằ ḩ ⁯ ◌⁯ ỵ ᴏ ͍͌ϵзϯὓ

1 ˙7 -6% -5% -4% -4% -9% -2% -7% -2% 1% 4% -4%

8 ˙14 1% -2% -5% -4% -4% -3% -7% -3% -1% -14% -4%

15 ˙21 0% -3% -2% 1% -3% 1% -4% 0.9% 3% 2% -1%

Ὦ›ὓ
̞ -2% -3% -4% -2% -5% -1% -6% -1% 1% -3% -3%
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【参考】足元の電力需要の動向（4月～5月） 【気温補正無】

※5月の月合計は5月21日までの情報で⽐較している。

¸ 2023 年4月～2023 年5月の電力需要は、1月～3月に引き続き、昨年と⽐較し減少。
ただし、減少幅については縮小している。

5月

4月

（出典）系統情報サービス
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【参考】向こう3か月の天候の見通し（気象庁発表）

¸ 5月23日に気象庁から発表した向こう3か月の天候の見通しによれば、7月及び8月の
平均気温は、東日本・西日本において「平年並か高い見込み」となっている。

（出典）気象庁HP（向こう３か月の天候の見通し）全国（6月～8月） https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/kaisetsu/?term=P3M

https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/kaisetsu/?term=P3M
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【参考】東京電力管内の猛暑H1想定値とH1実績の比較

¸ 2016 年度以降、東京電力管内の夏季H1需要は、右肩上がりの傾向。

¸ 2022 年度の想定値は2021 年度想定値から+92 万kWの上方修正（過去最大の上
方修正幅）を行ったが、2022 年度の実績はさらに上振れとなった。

【猛暑H1想定値とH1実績値の推移】
[ 万kW]

（グラフ）東京電力PG提供

60 ḱ
ḱ
ṕ2023 3 29 Ṗ

ễṕ Ṗ
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【参考】7月・8月の電力需要推移（東京エリア）

¸ 2018 年～2022 年の7月及び8月の東京エリアにおける電力需要は、7月は上旬から
下旬にかけて増加する傾向がある。また、8月は下旬に向けて緩やかに減少する傾向が
ある。

2023年度猛暑H1想定需要

供給力
（H1需要時）8月：6,216万kW

7月：6,114万kW +102万kW

7・8月：5,931万kW

近似直線

（出典）でんき予報（東京電力PG）・電力需給検証報告書（案）及び第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料5に基づき作成

7月及び8月の電力需要実績の推移
（至近5年度分）

青色：2018~2022年の平均値

2022 年度猛暑H1想定需要7・8月：5,752 万kW

[ 万kW]
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【参考】2022年度冬季の電力需要分析

12月 1月 2月 3月

家庭用 0.3 ％~5.4 ％
(北海道-1.5% 、沖縄-0.1%)

1.7 ％~7.6 ％ 3.4 ％~8.7 ％ 2.3 ％~8.5 ％

業務用 0.04 ％~11.0 ％
(北海道-0.6% 、沖縄-4.3%)

0.7 ％~10.8 ％
(沖縄-1.1%)

0.9 ％~7.1 ％
(北海道-1.6% 、沖縄-8.7%)

2.2 ％~12.3 ％
(北海道-0.05% 、沖縄-5.1%)

¸ 2022 年度冬季（12月～3月）の電力需要と気温実績等を基に、一定の仮定の下で節電量
の推計を行った。

※ ただし、電力需要の減少量の推計結果には、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限、生活
様式等の変化、電気料金の上昇に伴う行動変容などの影響も含んでいること、また各エリアによっ
て幅がある点等に留意が必要。

¸ 推計の結果、家庭用（低圧）については12月は0~5% （北海道、沖縄を除く）、
1～3月は2～9% の電力需要の減少があった。

¸ また、業務用（高圧・特別高圧の業務用）についても、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制
限の解除による経済活動の再開の結果、電力需要が増加したエリアもあるものの、
12～3月は0～12% 程度の電力需要の減少があった。

¸ なお、産業用については、経済状況の変化や個々の需要家の影響等が大きいため、
具体的な節電量を推計することができなかった。

※ 一般送配電事業者においては、こうした電力需要の変化に関し、可能な範囲での分析作業を継続しつつ、今後の需要想定
に適切に反映していくことが必要と考えられる。
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【参考】家庭用の節電量について

¸ 家庭用の月別の節電率※1は、12月の北海道・沖縄エリアを除く全てのエリアにおいてプ
ラスとなった。

¸ 12月に⽐べ1月～3月の節電率が高い理由としては、2022 年1月～2022 年３月は、
全国的にまん延防止等重点措置が発令されていたものの、2023 年1月～3月は同措
置は発令されておらず、これに伴う巣ごもり需要の影響による変化も考えられる。

12月 1月 2月 3月

家庭用

北海道 -1.5% 1.7% 3.4% 4.5%

東北 1.9% 7.6% 7.2% 5.4%

東京※2 3.4% 6.1% 6.7% 5.5%

中部 5.4% 6.7% 5.8% 6.5%

北陸 4.2% 4.0% 8.2% 8.5%

関西 2.4% 5.2% 6.3% 5.7%

中国 0.3% 4.1% 4.1% 5.0%

四国 2.3% 4.6% 7.0% 6.2%

九州 0.5% 1.7% 5.0% 2.3%

沖縄 -0.1% 5.3% 8.7% 3.8%

※１ 該当時間における各月の1時間あたりの平均節電率
※２ 東京エリアについては、第61回 電力・ガス基本政策小委員会において公表した値を再掲
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【参考】業務用の節電量について

12月 1月 2月 3月

業務用

北海道 -0.6% 1.0% -1.6% -0.05%

東北 1.1% 2.4% 2.1% 3.8%

東京※2 0.8% 1.8% 1.5% 2.5%

中部 0.2% 1.4% 0.9% 3.9%

北陸 1.4% 2.4% 3.5% 5.7%

関西 0.04% 2.0% 1.8% 2.2%

中国※3 11.0% 10.8% 7.1% 12.3%

四国 1.8% 2.8% 4.5% 4.6%

九州 1.0% 0.7% 3.5% 3.9%

沖縄 -4.3% -1.1% -8.7% -5.1%

※1 該当時間における各月の1時間あたりの平均節電率
※2 東京エリアについては、第61回 電力・ガス基本政策小委員会において公表した値を再掲
※3 中国エリアについては、業務用における卸・小売業の割合が高く、今冬は大規模商業施設等の節電⽐率が相対的に高かったことなどから、

節電率が⽐較的高くなったと考えられる。

¸ 業務用における月別の節電率※1は、北海道・沖縄エリアを除く全てのエリアにおいてプラ
スとなった。

¸ 北海道・沖縄エリアの業務用の電力需要は、観光関連産業の持ち直し等、新型コロナ
ウイルス感染症の影響からの回復により、前年度に⽐べ需要が増加した。
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【参考】節電量の推計手法

¸ 電力需要は気温等の影響を大きく受けるため、2022 年度冬季の節電量を試算するに
当たっては、まず、2021 年度冬季の電力需要と2022 年度冬季の電力需要について、
各期間において1時間ごとに気温と電力需要の回帰直線を求めた。

¸ その上で、2022 年度冬季の気温実績に対応する、2021 年度冬季の気温補正値と
2022 年度冬季の気温補正値の差を節電量とした。

※ 回帰直線を求める際に、著しく低いもしくは高い気温帯の際には電力需要の傾向が異なるため、一定の範囲内の気温を用い
て回帰直線を求めた。

【節電率算定方法】

2021 年度電力量
(気温補正値)

（GWh）

2022 年度電力量
(気温補正値)

（GWh）
－

× 100

＝節電率（％）

節電量
（GWh）

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200
(GWh)

0 2 4 6 8 10 12 (℃)

節電量

気温補正（回帰直線）

【イメージ】節電分析回帰直線（○月△時台）

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200
(GWh)

2 4 6 8 10 12 (℃)

2022年度気温範囲に補正

【イメージ】節電分析回帰直線（○月△時台）

2022 年度電力量
(気温補正値)

（GWh）

2022 年度の気温幅
低気
温帯

高気
温帯

2021 年度補正回帰直線

2021 年度回帰直線

2022 年度回帰直線

2021 年度実績値

2022 年度実績値

理論値

第61回 電力・ガス基本政策小委員会
（2023 年4月27日）資料6



【参考】節電プログラム促進事業

実施スキーム

国

事務局

公募・交付

小売事業者等

電気の消費者
（家庭・企業）

ポイント等付与
プログラムへの登録

節電実施

公募・交付

電力需要が高まる12月～3月に、現在のまだ厳しい需給の見通しを踏まえ、
対価支払型の節電プログラム※に参加して、一層の省エネに取り組んでい
ただいた家庭や企業に対して、電力会社によるポイント等の特典に、国によ
る特典を上乗せする支援

※対象となるプログラムは以下のとおり。

① 月間型（kWh）プログラム：前年同月⽐で一定の電力使用量を削減
した場合、達成として評価し、対価を支払う（低圧：1000 円/ 月、高圧
特高：2万円/ 月の上乗せ）

② 指定時型（kW）プログラム：電力会社が指定する日時に、電力使用
量を削減した場合、削減量に応じた特典を提供（需給ひっ迫注意報・警
報時40円/kWh 、その他20円/kWh 上限での同額上乗せ）

第２弾：実行支援

この冬の需給ひっ迫に備え、節電に協力いただける需要家を増やすため、
節電プログラムに登録いただいたご家庭や企業に一定額のポイント等付与
（低圧（家庭等）：2,000円、高圧特高（企業）：20万円）

第１弾：登録支援
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¸ 需給ひっ迫時に、簡単に電気の効率的な使用を促す仕組みの構築に向け、小売電気事業者等
の①節電プログラムへの登録と②節電の実行への支援を行う。

¸ 参加する小売電気事業者等は、大手電力・新電力あわせて約280社（12/31時点）であり、
販売電力量総計に占める割合は95％超。参加需要家は約706万件（低圧）、約37万件
（高圧・特高）（1/31時点）。

¸ 昨年12月から本格実施を開始。



【参考】東京電力EPにおける取組事例

¸ 月間型プログラムは、最大で約130万件、
指定時型プログラムは、最大で約108万件の需要家の参加の下、実施。

¸ 月間型プログラムでは、どの月も約6割～7割の需要家が達成しており、特に3月は約
80％と節電達成者が多かった。

¸ 指定時型プログラムでは、日時別にみると高圧では約6割～9割の需要家が節電を達
成。

V 電力需要の減少量については、気温等による影響、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限や生活様式等の変化、電気料金の上昇に伴う行動
変容などの影響も含んでいることに留意。
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＜低圧＞

① 節電チャレンジ2022 （指定時型）として、事前に
連絡した時間帯に節電すると1kWh あたり5ポイント以
上付与
② 節電チャレンジ2022 （月間型）として、前年同月
⽐3％節電で各月ごとに40ポイント以上付与

＜高圧・特高＞

① DR契約（指定時型）として、1kWh あたり契約ご
とに指定した単価付与
② エナジーダイエットプラン（月間型）として、前年同
月の電気使用量より少ない場合、1kWh あたり5.50 円
以上電気料金を割引

東京電力EPの節電プログラム内容

1,109,723

1,273,811 1,293,669

764,269

924,706

1,028,207
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月間型プログラムにおける節電達成した総需要家数



2023年度夏季に向けた需要対策

¸ この夏は、10年に一度の厳気象を想定した電力需要に対し、全エリアで最低限必要な
予備率3％が確保されているものの、東京エリアの7月の予備率は、3.1 ％と非常に厳し
い見通しである。

¸ 足元では、2022 年度冬季の節電や、電気料金高騰による節約等の効果により、電力
需要は2022 年度に⽐べて減少傾向にある。一方で、コロナ後の経済活動の活発化に
伴い、今後、電力需要が増大する可能性もある。

¸ このため、2023 年度夏季に向けては、各エリアの需給見通しを踏まえた需要対策を講
じることとし、東京エリアにおいて、予備率が5％を下回る7月及び8月に限り、無理のな
い範囲で節電を呼びかけることとしてはどうか。

※一定の水準の予備率が確保される見通しの東京以外のエリアについても、省エネ・節電への取組を周知。

¸ あわせて、2022 年度冬季に実施した「節電プログラム」の効果を継承・拡大し、経済的
インセンティブを伴う実効性の高い節電の取組を推進する観点から、産業界や家庭等に
対し、ディマンド・リスポンスの普及促進を働きかけていくこととしてはどうか。

¸ なお、仮に、発電所のトラブル等による供給力の減少や、気象状況等の変化に伴う急
激な電力需要の増加等により、実需給断面において電力需給の状況が厳しくなる場合
には、電力需給ひっ迫注意報/ 電力需給ひっ迫警報を発令することになる。このため、産
業界や自治体との連絡体制等について、事前の確認を進めることとする。
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東京エリアにおける追加対策

¸ 7月の東京エリアにおいては、追加供給力公募（kW公募）により供給力を積み増したものの、その
後の一部電源の補修期間の延長が生じており、現時点での予備率は3.1 ％と非常に厳しい見通し
である。

¸ このため、追加供給力公募において非落札となった電源及びDRのうち、要件（上限価格、追加性
等）を満たすものについては、緊急的・臨時的な措置として、随意契約により追加的に調達すること
としてはどうか。

※ただし、非落札となった電源・DRにより追加的に調達する計13.6 万kWのうち、要件を満たすものは少なく、仮に追加で

調達しても、供給力の増加は僅かにとどまる見込み。

¸ また、節電の呼びかけやディマンド・リスポンス等の需要対策の実効性をより一層高める観点から、自
治体等と連携するなどし、電力需給の見通し及び対策の必要性について、産業界や家庭等への周
知活動に取り組んでいくこととしてはどうか。

¸ あわせて、2022 年6月の需給ひっ迫の経験を踏まえ、電源トラブル等による供給力の減少に迅速に
対応する観点から、試運転中の火力発電所や連系線等の状況をきめ細かく把握・管理し、必要に
応じ、時間的余裕を持った補修点検時期の調整や、電源トラブルからの復旧状況等の丁寧な確
認等を行うこととしてはどうか。

※今夏は、JERAの火力2機（姉崎新3号機及び横須賀2号機、計約130 万kW）が試運転中。
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（注）なお、その場合、kW公募としての最低限の募集量（30万kW）を確保はしたものの、その後の他電源の状況変化や安定供給の確保の
観点を踏まえ、「必要量が確保できなかった」ものとみなし、調整力ガイドラインの「（１０）必要量まで確保できなかった場合」を準用する。
また、随意契約に際しては、以下の対応/ 要件を前提とする。

（１）kW公募に準じた対応であること（追加性等の要件、託送料金による費用回収等）
（２）今夏（7月及び8月）の提供期間に供給力供出が確実な案件を調達すること
（３）応札価格ベースでの契約協議が可能な案件を調達すること
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【参考】一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方



【参考】これまでの電力需要対策
年度 夏季 冬季

２０１２

２０１３

２０１４

２０１５

２０１６

２０１７

２０１８

２０１９

２０２０

２０２１

２０２２

2013 ～2015 年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016 ～2021 年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

2014 ～2015 年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016 ～2021 年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

その他のエリアは
数値目標なし
節電要請

＜数値目標付き節電要請＞

2012 年度：北海道▲7%

2013 年度：北海道▲6％

その他のエリアは
数値目標なし節電要請

※2018年度は北海道のみ数値目標なし節電要請

＜数値目標付き節電要請＞

2012 年度：関西・九州▲10% 、
北海道▲7％、四国▲5%

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

2022 年度：数値目標なし節電要請
（10電力管内）

＜電力需給関係閣僚会合の開催状況＞

2011 ～2017 開催（2016 、2017 は書面開催）
2018 ～2021 開催せず
2022 開催（対面）

2011 ～2016 開催（2015 、2016 は書面開催）
2017 ～2021 開催せず
2022 開催（書面）

（冬季）（夏季）
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2022 年度：数値目標なし節電要請
（10電力管内）
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【参考】省エネ・節電メニューの周知

¸ 昨年度の夏季・冬季に続き、この夏も、家庭や事業者が取り組める効果的な省エネ・節
電行動をまとめたパンフレットやリーフレットを作成・公表し、都道府県・関係機関等に周
知を行う予定。

＜夏季の省エネ・節電メニュー（家庭向け）＞
（2022 年度夏季の例）

＜家庭・オフィスでの省エネリーフレット＞
（2022 年度夏季の例）



事
業
者
向
け

１．省エネ補助金の抜本強化 【500億円】【国庫債務負担行為の後年度分含め1,625億円】

¸ 省エネ設備投資補助金において、複数年の投資計画に切れ目なく対応できる新たな仕組みを創設することで、エネルギー
価格高騰に苦しむ中小企業等の潜在的な省エネ投資需要を掘り起こす。

２．省エネ診断の拡充 【20億円】
¸ 工場・ビル等の省エネ診断の実施やそれを踏まえた運用改善等の提案にかかる費用を補助することで、中小企業等の省エ
ネを強力に推進する。

¸ また、省エネ診断を行う実施団体・企業を増加させ、専門人材育成も兼ねた研修を行うことで、省エネ診断の拡充を図る。

※ 中小企業向け補助金（ものづくり補助金）についても、省エネ対策を推進するためグリーン枠を強化。

３．新たな住宅省エネ化支援 【約2,800億円※新築を含む】
¸ 家庭で最大のエネルギー消費源である給湯器の高効率化（300億）や、省エネ効果の高い住宅の断熱窓への改修に
経産省・環境省事業（1,000億）で手厚く支援。国交省の省エネ化支援（新築を含めて1,500 億）と併せて、３省庁
連携でワンストップ対応を行う。

※ 全国各地の自治体で実施されている「省エネ家電買い換え支援」を拡大すべく、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
地方交付金」（6,000億円）において、メニューの一つとして措置。

家
庭
向
け

32

※ 冬に向けた省エネ・節電の取組として、対価支払型の「節電プログラム」に参加し、一層の省エネ・節電に取り組んだ家庭や企業
に対して、電力会社による特典に、国による特典を上乗せする等の支援を行う。（令和４年度予備費予算額：1,784 億円）

【参考】令和４年度第２次補正予算による省エネ支援策パッケージ
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【参考】省エネ法による電気の需要の最適化の措置：ＤＲ報告制度

¸ 2023 年4月に施行された改正省エネ法では、電気の需要の最適化に関する措置を新設し、大
規模需要家に対し、ディマンド・リスポンス（DR）の取組について定期報告することを義務化。

¸ 大規模需要家による上げ・下げDRを促進する観点から、定期報告制度に次の評価・インセン
ティブを用意。

1. DR実績の評価：定期報告において、DRの実施回数やDR実施量（kWh ）を記入させ、
優良事業者の公表や補助金での優遇等をインセンティブとする。

V「DR実施回数（日数）の報告（義務）」については、R5年度分の報告から運用を開始する。

V「高度なDR評価の報告（任意）」については、各種DRを区分してそれぞれの実施量（kWh 等の
量）を報告いただく方向であり、当面は検証に必要となる電力量データ等の提供に協力していただ
ける需要家やアグリゲーター等を募り、R5年度にかけて分析を進める。その検証結果等を踏まえ、
R5年度中に必要に応じて修正を行い、R6年度から運用を開始する。

2. 省エネ原単位での評価：省エネ原単位（例：粗鋼１㌧あたりのエネルギー使用量）の評
価の際に、（再エネ出力抑制時のエネルギー量の係数（メガジュール/kWh ）を低くし、需
給逼迫時は逆に係数を高く設定することにより）DRに取り組むインセンティブとする。

定期報告書におけるDR実施回数（日数）の記載（イメージ）

2023 年2月15日省エネ小委
事務局資料（一部追記）
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【参考】ディマンド・リスポンスの取組
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（出典）制度設計専門会合 資料6（2023 年4月25日） 及び電力広域的運営推進機関
公表資料（2023 年2月22日）より作成

¸一般送配電事業者による調整力公募（電源I’）において、ディマンド・リスポンス（DR）の落札
量は、252.2万kW（2023年度向け、全体の7割弱）に上る。

¸また、容量市場においては、DRを含む発動指令電源として、636万kW（2026年度向けメイ
ンオークション）が落札されている。

¸ 蓄電池等の分散型エネルギーリソース（DER）の活用拡大と再エネの有効活用に向け、アグリ
ゲーション技術の確立や制御技術の高度化、系統混雑対策に向けたDERフレキシビリティ技術
等の開発・実証を支援。既に家庭用蓄電池などを多数アグリゲートし、需給調整市場の要件に
合わせた精緻な応動が可能かどうかの実証も進められており、それらの成果も踏まえ、市場ルール
等の検討も進めていく。

万kW

電源Ⅰ’
DR落札量

発動指令電源
ﾒｲﾝｵｰｸｼｮﾝ落札量

分散型電源を遠隔制御しDRに活用した事例

蓄電池650 台、燃料電池3,090 台を遠隔制御しDRに活用

（出典）株式会社エナリス提供データより作成

DR活用量の推移



需給ひっ迫警報の発令

需給ひっ迫警報の発令（続報）

Å あらゆる供給対策を踏まえても、広域予備率が３％を下回る見
通しとなった場合、前日16:00 を目途に資源エネルギー庁から警
報を発令。

※自然災害や電源の計画外停止が重なるなど、急遽予備率低下が生じるケースにおいては、上記スキームに限らず警報等を発令する場合がある。

Å 需給状況が前日時点から改善がされず更新があった場合や、
より厳しい見通しとなった場合、広域予備率が3%未満の場合
に資源エネルギー庁から警報（続報）を発令。

前日16:00目処

当日

※需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合には警報を解除する。

緊急速報メール（対象者：不足エリア内の携帯ユーザー）の発出
・不足エリア内の携帯ユーザーに、資源エネルギー庁から「緊急速報メール」を発信。

【参考】需給ひっ迫時の対応 ※2022年度と同様

警報発令・節電要請等を行った後も広域予備率が１％を下回る見通しの場合

実需給の２時間程度前

※計画停電等を行う可能性がある場合、一般送配電事業者から実施の可能性を公表する。

需給ひっ迫注意報の発令

前々日18:00目処

需給ひっ迫準備情報の発信
Å 蓋然性のある追加供給力対策を踏まえても、エリア予備率5％を下回る見通しとなった場合、前々日18時を目

処に一般送配電事業者から需給ひっ迫準備情報の発信

節電要請※

Å あらゆる供給対策を踏まえても、広
域予備率が５～３％の見通しと
なった場合、前日16:00 を目途に
資源エネルギー庁から注意報を発令。

※前日16時以降に、気象条件の変化や、電源の計画
外停止等により、広域予備率3％未満の見通しとなった
場合は急遽警報発令となることがあり得る。
※需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合には
注意報を解除する。

計画停電の実施を発表
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※切迫度に応じて、節電要請の内容を変更



36

【参考】電力需給ひっ迫注意報／警報発令時の連絡体制（産業界・自治体）
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需給ひっ迫注意報
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連絡体制の構築
（連絡先部署、連絡方法の把握等）＜自治体＞
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2023年度夏季に向けた電力需給対策（案）

¸広域機関による補修時期の更なる調整

¸掲示板を利用した電源の経済合理性に関する事前確認

¸ kW公募の実施

実施済み・実施中の対策

¸電力広域的運営推進機関によるkW、kWhモニタリングの実施

¸発電事業者等に対する保安管理の徹底、計画外停止の未然防止の要請

¸火力発電設備を保有する発電事業者に対する燃料確保の要請

¸特定自家用電気工作物の設置者に対するディマンド・リスポンス契約拡充、卸電力取引所への積極

的な電力供出の準備の要請

¸小売電気事業者に対する相対契約・先物取引等の拡大、ディマンド・リスポンス契約の拡充の要請

¸改正省エネ法を活用した工場等のディマンド・リスポンス促進

¸産業界や自治体に対する節電や緊急時における柔軟な対応への協力要請

¸国民生活や経済活動に支障のない範囲での需要対策の実施

¸省エネ対策の実施（企業・家庭向け省エネ支援策、省エネ・節電メニューの周知広報）

¸セーフティネットとしての計画停電の準備状況の確認

今後の対策案



【参考】需給ひっ迫の度合いに応じた需要対策の例
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¸ 過去、需給のひっ迫が見込まれた際には、ひっ迫の度合いに応じて以下のような需要対
策を行った例がある。

段階 レベル１ レベル２ レベル３

需要対策
の手法

・数値目標のない節電要請
・節電協力の呼びかけ
・具体的な省エネ・節電
メニューの提示

・DRへの協力の呼びかけ

・数値目標付き節電要請
・業界毎の節電計画の作成

・電気使用制限令の発令

節電規模 ▲0～5％ ▲5～10％ ▲10％～

過去の例
・2012 年度以降、

毎年度実施

【数値目標付き節電要請】
・2012 年度夏季 関西・九
▲10% 、
北海道▲7% 、四国▲5%

・2012 、13年度冬季 北海
道▲7％､▲6％

・1974 年1～5月 全国
▲15%(※kWh)
・2011 年7～9月 東京・東
北▲15%
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【参考】kW・kWhのモニタリングの実施

¸ 広域機関は、昨冬実施したように、夏季の電力需給検証後の供給力等の変化を継続
的に確認することとし、①kW予備率のモニタリング（1週間先までの週別バランス評
価）、②kWh余力率のモニタリング（2か月程度先までの余力推移）を定期的に実
施し、ＨＰにて公表予定。

4か月~2 か月程度前

需給検証

kWモニタリング
1週間前

電力需給のひっ迫の状況を発信するため、最
新の気象予報に基づく需要見通しや供給力
増減等の変化も加味しつつ、週単位でのkW
の需給バランスを予備率として評価する

2週間前

kWh余力率管理2か月前

kWhモニタリング

リスクシナリオを踏まえた見通しを示すことで発電事業者や
小売電気事業者などに適正な供給力（kWh）確保や
余力の管理を促す

kWh 不足が生じた場合に、国、広域機関、
一送が需給対策を講じるための指標を定め、
確認する

kWh

kW 電力需給検証報告書では過去10年の
中で最も猛暑だった年度並みの気象を
前提とした需要での需給バランスkW評
価を行う

月間・週間需給予想

１ヶ月～１週間前
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【参考】セーフティネットとしての計画停電の準備状況の確認

¸ 計画停電は、あらかじめ定められた区域割りに沿って人為的に停電を起こすものであり、
国民生活や経済活動に多大な影響を与えるため、原則実施しないと整理されている。

¸ 他方、今回の電力需給ひっ迫においては、節電が不十分であったときに生じ得る予測不
能な大規模停電は課題が多く、国民生活及び経済活動の安定性を確保する観点から、
あらかじめ停電区域が明確になる計画停電の準備を進めることにより予見可能性を確保
すべきとの意見もあった。

¸ この点、現状においても、災害等に起因する大規模停電を回避するため最大限の取組
を行ってもなお需給バランスの回復が見込めないときは、最終手段として計画停電を実施
することとしており、各一般送配電事業者において準備を行ってきている。

※例えば、医療機関等の緊急かつ直接的に人命に関わる施設等については、技術的に可能な範囲で
停電による影響をできる限り緩和するよう、対象地域をグループ分け。

¸ こうした中で、今回の需給ひっ迫を踏まえ、従来、原則実施しないこととされてきた計画停
電について、セーフティネットとして円滑に発動できるよう、一般送配電事業者の準備状
況をあらためて確認しておくこととする。

第50回電力・ガス基本政策小委員会
（2022 年5月27日）資料4－1
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【参考】東京電力PGの取組（①電力需給状況の予見性向上）

（出典）でんき予報（東京電力PG）https://www.tepco.co.jp/forecast/

¸ 電力需給の情報を迅速かつわかりやすく発信するために、「でんき予報」を活用し、リアル
タイムに情報を発信している。

¸ また、昨年からは、夏・冬の高需要期において、電力需給状況の見通しをより精緻化さ
せるため、最新の気象予報に基づき、週間予報の変化状況（3日前時点でローリングし
た情報）を「でんき予報」に反映している。

電力需給週間見通し（東京エリア） 足元3日先の電力需給見通し（東京エリア）

https://www.tepco.co.jp/forecast/
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【参考】東京電力PGの取組（②節電の呼びかけの強化）

¸ 東京エリアにおいて、昨年夏、電力の需給状況に応じて、東京電力パワーグリッドから需
要家向けにHP等を活用して効率的な電気の使用に関する呼びかけを実施。

¸ また、最新の気象予報に基づき、電力需給見通しを更新（3日前時点で日々ローリン
グした情報）し、厳しい需給状況が想定される場合には、託送契約事業者に対して個
別に臨時情報を周知するなど、情報発信を強化（2022 年夏～）。

・今夏においても、厳しい気象予報や電源計画外停止等により、
エリア需給状況が悪化する場合には、でんき予報やTwitter を活
用した情報発信のほか、バランシンググループ契約者への個別の
注意喚起を行う。

２０●●年●月●日

ご契約者各位

東京電力パワーグリッド株式会社

ネットワークサービスセンター

今週の気象予報と電力需給の見通しに関する臨時情報について

（●月●日（●）時点）

拝啓 貴社ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は、当社一般送配電事業に対し格
別のご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。

今週の気象は、強い冬型の気圧配置が続き、非常に強い寒気が本州付近に南下し、全国的
に寒さの厳しい予報となっております。

当社ウェブサイト「でんき予報」においても、最新の気象予報等にもとづき、３日先までの当社エ
リアの需給見通しを日々更新してまいりますのでご確認ください。

また、「インバランス料金情報公開ウェブサイト」に公表される最新のインバランス料金単価の傾
向も併せてご参照ください。

敬具

託送契約事業者への
周知文

ウェブサイトでの効率的な電気のご使用に
関する呼びかけ（昨年夏）
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¸ 気象状況の変化による供給力の変動が大きい太陽光出力について、500 ｍメッシュ単
位での気象情報（日射量予測）と太陽光設備分布等により、太陽光発電出力を推
計し、精度向上に努めている。

【参考】東京電力PGの取組（③太陽光予測精度向上）
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【参考】東京電力PGの取組（④需要予測精度向上）

¸ 過去の気象実績データと需要実績を蓄積し、これらを活用した重回帰モデルによって、
需要予測の精度向上に努めている。



2013 2014 2015 2016

北海道 10.5% 9.2% 8.7% 20.2%

東北 5.5% 7.5% 5.5% 7.3%

東京 6.7% 5.5% 11.0% 8.1%

中部 9.0% 3.4% 4.9% 6.7%

北陸 5.2% 3.0% 6.4% 11.1%

関西 3.0% 3.5% 3.0% 8.2%

中国 10.5% 4.1% 7.9% 13.0%

四国 5.9% 4.3% 12.1% 5.8%

九州 3.1% 3.0% 3.0% 13.9%

【参考】夏季の最大需要発生時の予備率見通しの推移

2018 年度から電力融通を折り込んだ手法に変更

45

※2016年度以前については8月、2017 年度以降は7月の数字を記載

（出典）電力需給検証報告書（案）及び第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料5

数値目標なし節電要請
（9電力管内）

省エネ・節電協力の呼びかけ 数値目標なし節電要請
（10電力管内）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

16.7% 12.2%

5.3% 7.1%

16.2% 21.4%
5.2%

10.1%
3.9%

3.7%

3.1%3.0% 3.1%

4.2%

9.5% 5.5% 8.2%

9.8%
8.4%

3.8%

13.7%

21.6%

21.4% 11.2%

10.7% 9.8%
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足元のLNG調達環境

¸ 足下、全国のLNG在庫は高い水準にあり、LNGのスポット価格についても、現状ウクライ
ナ侵略前の水準まで低下しており、市況としては落ち着いている状況。

¸ また、欧州における来冬に向けたガスの備蓄も昨年と⽐べて高水準で推移しており、今
夏に向けては、需給がタイトになるような事態は今のところ発生していない。

¸ なお、冬季に向けては、欧州及び中国の需要動向には引き続き注視が必要であり、
LNG不足や価格高騰を招くおそれが否定できない。引き続き、発電事業者各社に対す
る燃料調達方針の確認や、緊急時には地域連携スキーム・全国連携スキームによる
LNG融通、戦略的余剰LNGの取組等を通じ、燃料の確保に努めていく。
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JKM（アジアのLNGスポット価格）

JLC（日本の輸入価格）

（ドル／MMBtu ）

2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年

【JKM】
2022年3月7日
$84.76
※過去最高

日本のLNG輸入価格※

出典：S&P Global Platts 他 ※2023年4月27日時点で2月末が最新値

【参考】最近のLNG価格動向

¸ ロシアのウクライナ侵攻前の2021 年の秋頃から、特に欧州において、再エネを補完する資
源として、LNG・天然ガスの需要が伸びており、価格が高騰。そこにウクライナ危機が重な
り、ロシアから欧州へのパイプライン経由の天然ガスの供給が減少し、価格が急騰。

¸ アジア価格（JKM）についても、市場が安定していた2019 年等と⽐較すると、2022 年
は平均で約6倍程度の価格で推移したが、現在はロシアのウクライナ侵略前の水準まで
落ち着きを見せている。

2021年後半からのLNG・天然ガス価格の動向
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5/28 時点（最新）
248 万トン

【参考】大手電力会社のLNG在庫の推移（2023年5月28日時点）

¸ 昨年の春以降、大手電力会社の在庫は増加傾向。

¸ 最新（5/28 時点）の在庫は、過去5年間平均を上回る水準となっている。

※大手電力会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量。

単位：万トン
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【参考】「戦略的余剰LNG（SBL）」の確保

¸ לּ ךּ צּ LNGלּךּ ḭנּ
︣פּ ḭ נּ LNG ṕṡ LNGḲSBL

ṕ Strategic Buffer LNG ṖṢṖ ︡ḭ Ḯתּ

¸ ךּ ḭSBL ︡ Ḯ
ḭ SBL ︣ Ḯ

■SBL確保支援事業 概要

⓪：経産省が、JOGMECを安定供給確保支援独立行政法人に指定の上、基金を設置

①：事業者が中期・長期契約等に基づき、「戦略的余剰LNG（SBL）」を確保

②：通常時は、国内事業者や海外マーケットに販売

③：需給ひっ迫等が生じ、経産省が必要と認める時には、経産省が指定した国内事業者へ販売

④：②・③の販売に伴い、認定供給確保事業者に転売損等が生じた場合は、JOGMECは基金から助成金を交付

⑤：②・③の販売に伴い、認定供給確保事業者に利益が生じた場合は、事業者は基金へ利益を返還

経済産業省

JOGMEC

認定供給確保事業者

助成金の交付
（転売損の補填等）

利益が出た場合
は返還

中期・長期契約等

海外マーケット・国内事業者等
販売（平常時）

ＬＮＧ
売主

販売（経産省が必要と認める時）

【事業イメージ】

経産省が指定する国内事業者

基金の設置

第19回石油・天然ガス小委員会
(2022 年12月5日) 資料3
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【参考】業界を超えた原燃料融通の枠組みのイメージ

＜地域連携スキーム＞

原燃料途絶等の深刻度 高低

＜全国連携スキーム＞

電力会社Ａ

電力会社Ｂ

ガス会社Ａ

ガス会社Ｂ

ガス会社Ｃ

電力業界

ガス業界

電
力
会
社
Ａ

電
力
会
社
Ｂ

電
力
会
社
Ｃ

ガ
ス
会
社
Ａ

ガ
ス
会
社
Ｂ

ガ
ス
会
社
Ｃ

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

官民連絡会議

在庫情報、供給途絶
情報等を報告

③要請に基づき、
相対交渉

連携協力の呼びかけ

※地域ごとの連携体制は、共同基地を有している、基地間の
距離が近い、導管によりガスを送ることができる電力・ガス会社
間の連携を想定。
連携体制は平時から構築しておく。

事業者からの報告等に基づき、
官民連絡会議を開催

○○地域
LNG安定供給協議会

△△地域
LNG安定供給協議会

①紛争・事故等
による大規模
供給途絶

②全国的な在庫
の減少

③その他これらに
準ずる場合

第54回 電力・ガス基本政策小委員会
（2022 年10月17日）資料3 一部修正
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【参考】ドイツにおけるガス貯蔵率

（出典）ドイツ連邦ネットワーク庁「Gas supply status report (as at 25 May 2023) 」を基に作成。

¸ ドイツにおけるガス貯蔵率は、2023 年5月上旬時点で約7割であり、9月1日までに
75％という貯蔵率の目標に近づきつつある。

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

●2021年10月~2022年9月 ● 2022年10月~2023年9月
●2018年10月~2021年9月における最大値 ● 2018年10月~2021年9月における最小値

単位：％
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１．2023年度夏季の電力需給対策

２．供給力の確保の在り方
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必要供給力の確保の在り方

¸ 2024 年度の容量市場の運用開始以降、中長期的に必要な供給力については、容量
市場を通じて確保していくことが基本となる。

¸ 他方、シングルプライス方式の下、基本的に同一の約定価格が適用される現行の容量
市場で必要供給力を全量調達すると、社会コストが徒に増大するおそれがある。

¸ このため、本小委員会でのこれまでの議論も踏まえ、安定供給の確保を大前提としつつ、
例えば、容量市場においては、社会コスト抑制の観点から、容量市場外で稼働が見込め
る一定量（120 万kW程度）を調達量から控除する方向である。

※安定供給に万全を期す観点から、容量市場外の稼働を見込む電源が稼働できなくなるリスクに備え、
予備的に電源を確保する方向。

¸ また、大規模災害等の極めて稀なリスクへの対応については、容量市場とは別に、予備
電源を確保する方向で、本小委員会の下の制度検討作業部会において検討が進めら
れている。

¸ このように、2024 年度以降、容量市場等を通じて中長期的に必要な供給力が確保さ
れ、実需給１年前には追加オークションの機会もある中で、実需給前１年内に追加の
供給力が必要になる可能性は低いと考えられる。

¸ 他方、突発的な事象等により需給バランスが急激に悪化し、供給力が不足するリスクは
常に残ることから、そうしたリスクに対応した短期の供給力確保策については、現行のkW
公募や電源入札の仕組み等を参考に、今後検討を深めていく必要がある。



【参考】供給力を確保するための仕組み（2024年度以降）

容量市場
（メインオークション）

予備電源 電源入札

目的
中長期的な

供給力の確保
大規模災害等に備えた

供給力の予備
供給力確保を担保する

セーフティネット

実施時期 実需給４年前 実需給２～３年前 （不定期）

実施主体 電力広域機関 電力広域機関（P） 電力広域機関

費用負担
容量拠出金（小売）

（一部託送料金）
託送料金（P） 託送料金

容量市場
（追加オークション）

追加供給力調達

目的
中長期的な供給力

確保の補完
不測の事態発生時の
緊急の供給力対策

実施時期 実需給１年前 実需給前１年内

実施主体 電力広域機関 （今後検討）

費用負担
容量拠出金（小売）

（一部託送料金）
（今後検討）

長
期
（
１
年
超
）

短
期
（
１
年
以
内
）

kW公募

追加の供給力対策

実需給数ヶ月前

一般送配電事業者

託送料金

【参考】
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【参考】前回（4/27）の本小委員会における委員からの主な御意見

¸基本的にメインオークションでの確保量減らした上で、追加オークションと予備電源で供給力を確保す
ることでよいのではないか。

¸容量市場やkW公募等の追加的な調達を含め、供給力の確保に関する全体的なコストの整理をお
願いしたい。バラバラ報告するのではなく、調達コストをまとめて報告をお願いしたい。調達コストの抑制
ができのるのか検証が必要。

¸事務局方針に異論なし。予備電源として短期立上げ可能な火力電源の故障、点検延長に関しても
考慮する必要。量とタイミングが重要であり、コストの増加とならないように注意が必要。

¸（容量市場のメインオークション実施時は）現行の供給計画より数字を盛ってきているだろうが、情報
の確度が事業者によって異なる。事業者間の丁寧な調整が必要。予備電源を必要供給力に入れて
いくのであれば、（容量市場外の供給力として）電源の裏付けをしっかり確認すべき。

¸全体最適を検討し、どれだけ確保するか検討することが必要。

¸裏付けのある確保量の判断をするのか整理する必要がある。
¸ 2023 年6月メインオークションの準備もあると思うが、期限ありきで確保量を決めないこと。
¸容量市場、kW公募＋kWh 公募など、全ての公募をあわせてコスト増になってないか。

¸具体的な控除量を保守的に見込むということは、今後、考え方を含め微修正が必要。容量市場なら
確実でその他は不確実というのは穿った見方である。事故等も見込んで予備分を確保しているはず。

¸容量市場に出てこないものは、確度は違うものの当てにならないものではない。調整係数の値はことな
るものの立ち上がる可能性はないわけではいことに注意。
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【参考】前回（4/27）の本小委員会におけるオブザーバーからの主な御意見

¸控除量の考え方については、2024 年の単年度の差分だけではなく、その他要因も含め慎重に判断す
べき。

¸安定供給確保の観点から、控除量はできる限り保守的に見積もることが大前提と記載いただいている
とおり、中長期的な供給量確保の見通しを踏まえた検討をお願いしたい。

¸容量市場に不参加の電源でバイオマス電源等もあるので発電リソース毎に控除することは妥当である。
¸供給力確保のコストを減少できるよう控除量については議論いただきたい。

¸容量市場外の供給力について、2024 年度の差分だけで議論するのは今後も同様ではない可能性も
ある。慎重に行うこと。

¸過度な控除は電源投資へのネガティブな印象にならないようにしていただきたい。



57

【参考】制度検討作業部会（5/25）における委員からの主な御意見①

V控除量案の120 万kWについて保守的に見積もる観点はよいと思う。火力・水力の不参
加分の量は蓋然性が高いという理由で抽出しているのは理解している。一方、年度ごとの
不参加容量がどのような理由で入札していないのかをもう少し深掘りした方がよいのではな
いか。例えば需要期の稼働見込みのような実情が見えると、期待する容量として考えてよ
いかが分かるのではないか。

V控除量について2027 年度に向けて120 万kWという提案に基本的には賛同する。この数
字の規模感が短期的には変わる可能性は少ないとは思うが、長期的には変わり得るもの
と認識している。適用する際は適宜確認することが大事だと思う。

V予備電源の調達量について、過去実績も少なく定量的に見積もることが困難な中、提案
の規模感はあり得ると理解。容量市場の控除に伴う調達費用の抑制と、予備電源の調
達に対する便益の規模感について、今後検討を深めていただきたい。

V予備電源の調達量について、過去実績も少なく定量的に見積もることが困難な中、提案
の規模感はあり得ると理解。容量市場の控除に伴う調達費用の抑制と、予備電源の調
達に対する便益の規模感について、今後検討を深めていただきたい。
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【参考】制度検討作業部会（5/25）における委員からの主な御意見②

V火力・水力の不参加分は他の個別要因と⽐べると高い蓋然性のある供給力になり得ることを
理解した。可能であれば、火力・水力の不参加分の４年後の稼働見込みを確認し、その確
認結果を基に控除量を決めることについても御検討いただきたい。容量市場で確保する必要
供給力から一定の根拠に基づいた控除量を設定し、さらに予備電源Bを保険的な位置付け
として調達することに異存はない。

V一定の根拠に基づき容量市場の控除量を設定し、予備電源Bを保険的位置付けとして調
達することについて異存無し。予備電源の候補が十分に存在しない状況も想定する必要があ
る。メインオークションの段階で予備電源の応札量の見込みを事前に確認する方法や、十分
な量の調達が見込まれない場合は控除量の調整を検討することも必要ではないか。

V費用負担の議論について、小売の負担となっている部分については、小売事業者の工夫の余
地を生ませ、社会全体としてコスト抑制が進むように今の扱いになっていると思う。社会全体と
してどういうコスト最小化を目指すのかという視点は重要である。稀頻度リスク対応分を小売
負担から託送負担にすることについては議論できるかもしれないが、厳気象対応分まで託送
負担へと扱いを変えるのは難しいのではないかと思うので、慎重に議論させていただきたい。

V予備電源の立ち上げに１年かかる場合、どれほどのニーズがあるのか。大震災の際は供給力
だけでなく需要も下がる可能性も高く、時系列の中で需要の減少と供給力の復活どちらが先
によると思う。事務局提案は需要が一定との想定になっているとも感じており、もう少し詰めさ
せていただきたい。



V 控除量の根拠について、今回は事務局で2024 年度・2025 年度における容量市場に不参
加となっている火力・水力について丁寧に確認したということだが、火力については今後高経年
化が進んで休廃止となる電源が現れることに留意した方がよい。

V また、追加オークションでの調達量として2025 年度からH3需要の2％分を控除した経緯の中
に、直前まで稼働が見通せない電源に取引機会を与えるためという整理がされていた。今回
控除量の根拠となっている自家発の中には、追加オークションが開催された場合に参加する
電源もあると思う。

V 控除量を保守的に算定していただいていると思うので、控除量を120 万kWとして進めていた
だくことに異論は無い。今後控除量の数値の妥当性については、実需給年度の容量市場外
の供給力を確認する等の事後的な検証を進めていただきたい。

V 自家発の出力は生産プロセスに依存しており、逆潮流は大きく変動する。逆潮流のボリューム
感を踏まえて、控除量については慎重に判断していただきたい。

V 需給調整市場の運用開始や容量市場の実需給開始といった色々な環境変化が起こる。控
除量の前提となる構造や事業者の行動の変化は大いにあり得るので、広域機関としても確
認していきたい。容量市場の管理者としては、色々な電源に入ってほしい立場でもあるので、
そういった意味でも継続的な議論をお願いしたい。

V 予備電源の立上げプロセスの費用負担者についても、予備電源の性質・目的に応じて慎重
な議論をお願いしたい。

59

【参考】制度検討作業部会（5/25）におけるオブザーバーからの主な御意見①



V 稀頻度リスク、厳気象対応の費用負担について、託送負担とする際の議論は慎重に行う必
要があるのではないかと考えている。託送料金は託送料金として、できるだけ低廉である必要
があると思う。予備電源や容量市場の稀頻度リスク、厳気象対応を託送負担とする場合でも、
できるだけコスト抑制を図っていく必要があると考えている。

V 容量市場、長期脱炭素電源オークション、予備電源を総合して、どの程度のコストがかかって
いるかを定期的に把握・検証するメカニズムが必要ではないか。

V 広域機関の行う電源入札が託送負担であることは承知しているが、予備電源A・Bを託送負
担とすることが相応しいかは、色々な議論があり得ると考える。また、容量市場において稀頻
度リスクや厳気象対応を託送負担とする場合の議論も慎重にお願いしたい。

V 費用負担の見直しについて、議論の前提として、これまでの小売電気事業者と一般送配電
事業者の役割自体を見直すものではないと理解している。原則として、役割と負担が整合す
るように検討をお願いしたい。

V 電源Ⅰ’の調達については、あくまでも実効性ある供給力確保措置が講じられるまでの暫定的
な措置と理解している。一般送配電事業者が小売電気事業者に変わって確保している供給
力とも認識している。また、広域機関の調整力等委においても、小売事業者には引き続き供
給力確保義務があることに留意が必要と指摘されている。そのため、今後の議論については、
電源Ⅰ’の現在の取扱いを踏襲した議論はできないのではないかと考えている。

V 予備電源の費用負担の在り方について、その位置付けや性質を踏まえた上で、小売もしくは
託送のどちらにするのか、今一度整理いただきたい。適時的確な費用回収の在り方や方法に
ついても整理いただきたい。 60

【参考】制度検討作業部会（5/25）におけるオブザーバーからの主な御意見②
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【参考】容量市場外の供給力と控除量について
第79回 電力・ガス基本政策小委員会

制度検討作業部会
（2023 年5月25日）資料3
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【参考】容量市場外の供給力と控除量について 第79回 電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会

（2023 年5月25日）資料3
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¸ 容量市場や予備電源等を通じた供給力確保に要する費用について、小売電気事業者
及び一般送配電事業者において、どのように負担することが考えられるか。

※いずれの事業者が負担する場合においても、最終的に需要家が負担することに変わりはない。

¸ 制度的には、電気事業法に基づき、小売電気事業者に供給力確保義務が課せられて
いることを踏まえると、供給力の確保費用は、すべて小売電気事業者の負担とすることが
考えられる。

¸ 他方、現状においても、容量市場における費用の一部（H3需要の7% ）については、
一般送配電事業者の負担とされている。また、供給力確保のセーフティネットとしての電
源入札の費用も、一般送配電事業者の負担とされている。

¸ 加えて、大規模災害リスク等に備えた予備電源は、小売電気事業者が平時から活用す
る一般的な供給力とは異なり、供給力が大きく減少するなどした緊急時にのみ活用され
る、保険的・予備的な位置付けを有するものである。

¸ このため、容量市場や予備電源等を通じた供給力確保に要する費用については、それ
ぞれの費用の性質や削減インセンティブの有無等に基づき、公平性、効率性及び各制
度措置間の整合性の観点から、個別具体的に検討する必要がある。

供給力確保の費用負担の在り方①



¸ 容量市場における費用については、偶発的需給変動分（H3需要の7% ）を一般送
配電事業者が負担し、その他を小売事業者負担とする整理が既になされている。

¸ 他方、昨年の電力需給ひっ迫を踏まえ、「厳気象対応」及び「稀頻度リスク」が見直され
ており、その費用負担の在り方について、本小委員会の下の制度検討作業部会でも議
論が行われている。

¸ まず、「厳気象対応」は、需要の変動に直結する事象に対応するものであり、小売電気
事業に通常付随するリスクとして、気象予報等に基づき一定程度事前の対応も可能で
あるため、小売電気事業者において負担することが妥当と考えられる。

¸ 次に、「稀頻度リスク」は、厳気象時に生じる電源脱落等のリスクに対応するものであり、
小売電気事業者にとって予見可能性はなく、リスク低減の方策もない。このため、小売電
気事業者の負担とすることの合理性に乏しく、最終的に需要家が均等に負担することで
社会全体で負担することになる、託送料金での負担に馴染むのでないか。

¸ また、予備電源の確保費用は、容量市場における「稀頻度リスク」より更に稀な大規模
災害等に対応するものである。個々の小売電気事業者が備えることは不可能であり、社
会全体で負担することが妥当と考えられるため、一般送配電事業者（＝託送料金）の
負担とすることとしてはどうか。

¸ なお、供給力確保の仕組みが複雑となり、費用負担の方法も多様化する中で、供給力
確保費用の透明性を確保し、最終負担者である需要家の理解を得る観点から、費用
の全体像については、本小委において定期的にフォローアップすることとしてはどうか。

供給力確保の費用負担の在り方②
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【参考】調整力及び需給バランス評価等に関する委員会における議論内容
第81回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

（2023 年1月24日）資料1

59 ḱ
ṕ2023 3 1 Ṗ ễ



69

【参考】目標調達量の増加量試算結果

第81回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023 年1月24日）資料1
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【参考】稀頻度リスクについて
第73回 制度検討作業部会

（2022 年12月21日）資料7
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【参考】費用負担の在り方に関するこれまでの議論
第6回 電力レジリエンス等に関する小委員会

（2019 年4月26日）資料2-1
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【参考】託送費用負担に関するこれまでの整理

制度検討作業部会 第四次中間取りまとめ
（2021 年6月）


